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情報通信行政・郵政行政審議会議事規則第４条により、平成 21年 10月 27日付けで公告さ

れた交付金の額及び交付方法の認可申請書並びに負担金の額及び徴収方法の認可申請書

に関し、別紙のとおり意見を提出します。  

（文中では敬称を省略しております。）
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別紙 

 

これまでのＮＴＴグループの経営維持の基盤となっていたＮＴＴ東・西の電話ネットワークは、

公社時代に国民の負担で構築された国民の資産です。 

ＮＴＴ東・西は、これまでの３年間、ユニバーサルサービス制度によって、国民から毎年多額

の補てんを受けて電話ネットワークを維持してきました。更に、４年目となる今回の補てん額算

定にあたって、光ＩＰ電話への移行に伴う補てん対象額の減少に対応するための補正が行われ

ました。これにより、加入電話から光ＩＰ電話に移行した場合であっても、引き続き、その維持コ

ストを高水準のまま国民が負担するということになります。今回の補てん対象額約１８８億円を含

むこれまで４年間累計でのユニバーサルサービス料金の国民負担総額は約６５９億円にも達し

ます。 

加入者回線数の継続的な減少という問題が今後解消する見込みがない中で、ＮＴＴはこれ

までユニバーサルサービスを今後どのようにしていくのか、一切明らかにしていません。お客様

の負担を減らすために何を行うのか、全ての電話サービスご利用者に対して何ら説明のないま

ま、ユニバーサルサービス制度は運用され続けています。 

歴史的経緯によって国民的資産を継承し、国民の負担によって電話ネットワークを維持して

きたＮＴＴ東・西は、全ての電話サービスご利用者に対する説明責任を果たすために、ユニ

バーサルサービスであるＰＳＴＮがいつまで維持されるのかや、光化を含むＩＰ網への具体的な

移行計画等について速やかに明らかにすべきです。その上で、ＩＰ化、ブロードバンド化、モバ

イル化といった電気通信市場の環境変化を踏まえた次期ユニバーサルサービス制度の在り方

について、国民的な議論を早急に開始すべきと考えます。 

 

 

以上 


